
証券コード　1743

平成27年12月７日

株 主 各 位
鹿 児 島 市 伊 敷 五 丁 目 1 7 番 ５ 号

代表取締役社長 吉 田 三 郎

第57回定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。

　さて、当社第57回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますの

で、ご出席くださいますようご通知申し上げます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができ
ますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権
行使書用紙に賛否をご表示いただき、平成27年12月21日（月曜日）午後５時30分
までに到着するようご送付いただきたくお願い申し上げます。

敬　具
記

１．日 時 平成27年12月22日（火曜日）午前10時
２．場 所 鹿児島市伊敷五丁目17番５号

当社本社　３階会議室
３．会議の目的事項

報 告 事 項 １．第57期（平成26年10月１日から平成27年９月30日まで）
    事業報告の内容、連結計算書類の内容並びに会計監査人及

び監査役会の連結計算書類監査結果報告の件
２．第57期（平成26年10月１日から平成27年９月30日まで）
    計算書類の内容報告の件

決 議 事 項
第１号議案
第２号議案
第３号議案
第４号議案

剰余金処分の件
定款一部変更の件
取締役７名選任の件
監査役１名選任の件

以　上

　当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出
くださいますようお願い申し上げます。
　なお、株主総会参考書類並びに事業報告、計算書類及び連結計算書類に修正が
生 じ た 場 合 は 、 イ ン タ ー ネ ッ ト 上 の 当 社 ウ ェ ブ サ イ ト
（http://www.koatsuind.co.jp/）に掲載させていただきますのでご了承くださ
い。
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（添付書類）

事　 業　 報　 告

(平成26年10月１日から
平成27年９月30日まで)

１．企業集団の現況に関する事項
(1) 企業集団の事業の経過及びその成果

　当連結会計年度におけるわが国の経済は、政府・日銀による財政・金融政

策の効果により、一部の企業に業績改善がみられるなど緩やかな回復基調で

推移しました。しかしながら、中国をはじめとした海外経済の減速懸念や円

安による輸入コスト増に伴う輸入事業者や中小企業等においては、依然とし

て先行き不透明な状況であります。

　建設業界におきましては、震災復興関連事業や耐震補強事業等の先行性を

有する公共投資は堅調に推移しております。また、東北地方復興、国土強靭

化取組みの推進、東京オリンピック・パラリンピックに伴うインフラ整備等

の建設技術を必要とする環境下でありますが、公共工事総体の計画・発注量

は縮小傾向にあり、受注物件の獲得競争や労務費・材料費の高騰等も影響し

ており厳しい受注環境が続いております。

　このような中、当社グループ（当社及び連結子会社、以下同じ。）は当期

経営基本方針として「挙社一致、総力を結集して、企業評点向上や若手技術

者の育成等に努め、受注獲得に傾注する。」を掲げ、鋭意努力してまいりま

した。その結果、売上高におきましては73億58百万円と前連結会計年度に比

し１億14百万円（1.5%減）の減収になりましたが、工事原価の圧縮に努めた

結果、経常利益は１億45百万円と前連結会計年度に比し40百万円（39.0％増）

の増益となりました。

　当期純利益につきましては75百万円と前連結会計年度に比し9百万円

（14.6%増）増益となりました。

　当連結会計年度の受注高、売上高及び繰越高は、次のとおりであります。
（単位：百万円）

事 業 の 種 類 別 前 期 繰 越 高 当 期 受 注 高 当 期 売 上 高 次 期 繰 越 高

建 設 事 業 3,032 6,425 5,820 3,637

コンクリート製品事業 169 1,343 1,329 184

不 動 産 事 業 － － 78 －

売 電 事 業 － － 74 －

そ の 他 － － 55 －

合 計 3,202 7,769 7,358 3,822
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（2） 企業集団の資金調達の状況

　特記すべき資金調達はありません。

（3） 企業集団の設備投資の状況

　当連結会計年度の設備投資の総額は３億86百万円であります。

　主なものは、売電事業における太陽光発電システムの購入であります。

（4） 直前３事業年度の財産及び損益の状況
（単位：百万円）

区 分
第 54 期

(平成24年９月期)
第 55 期

(平成25年９月期)
第 56 期

(平成26年９月期)
第57期(当連結会計年度)

(平成27年９月期)

受 注 高 7,698 7,225 7,002 7,769

売 上 高 6,902 6,753 7,472 7,358

経 常 利 益 41 13 104 145

当 期 純 利 益 47 52 65 75

１株当たり当期純利益(円) 6.24 6.86 8.68 9.96

総 資 産 9,777 9,764 10,220 9,554

純 資 産 5,920 6,001 5,997 6,089

１株当たり純資産額（円） 779.98 790.77 790.41 802.53

（注）1.１株当たり当期純利益は、期中平均株式数により算出しております。

　　　2.各連結会計年度の主な変動要因は次のとおりであります。

・平成25年９月期…………受注物件の獲得競争の影響もあり受注高・売上高ともに減少

し、労務費・材料費の高騰等により経常利益も減益となりま

した。当期純利益は増益となっております。

・平成26年９月期…………受注物件の獲得競争は厳しさが増し、受注高は減少しました

が、売上高は増加し、労務費・材料費の圧縮等により経常利

益、当期純利益ともに増益となっております。

・当連結会計年度…………既述の「(1)企業集団の事業の経過及びその成果」をご参照く

ださい。
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(5) 対処すべき課題
　当社グループの位置する建設業界におきましては、震災復興関連事業や耐
震補強事業等の先行性を有する公共投資は堅調に推移しております。また、
東北地方復興、国土強靭化取組みの推進、東京オリンピック・パラリンピッ
クに伴うインフラ整備等の建設技術を必要とする環境下でありますが、公共
工事総体の計画・発注量は縮小傾向にあります。当社グループにおきまして
も受注物件の獲得競争や労務費・材料費の高騰等により厳しい受注環境に直
面しております。
　今後の展開につきましては、発注量の多い地域・発注者及び工事種類でも
受注獲得できる営業戦略として、情報収集・積算精度の向上を図り、地域特
性や発注者に応じた戦略を立て、発注予測・他社動向等からよい条件で応札
できる営業戦略を実践し、安全施工・工期短縮と高精度の施工による工事評
点向上を図ってまいります。
　食品事業につきましては、民間需要に対応すべく売上高の増加につながる
営業体制を構築していきます。不動産事業につきましても、遊休地を含む資
産の洗い出しを行い、有効活用を図ってまいります。
　株主の皆様におかれましては、今後ともなお一層のご支援とご鞭撻を賜り
ますようお願い申し上げます。

(6) 主要な事業内容（平成27年９月30日現在）

（建設事業）
　当事業は、一般土木の施工と違い、当社を中心とした橋梁工事部門と基礎
工事部門及び連結子会社㈱ケイテックを中心とした橋梁・各種構造物の補修
工事部門にて事業活動を行っております。
（コンクリート製品事業）
　当事業は、当社にて製造したＰＣ関連を中心としたコンクリート製品及び
一般土木用コンクリート製品の販売、同製品の連結子会社㈱ケイテックにお
ける販売、当社における消波・根固用として使用される土木用ブロックの鋼
製型枠の賃貸の各事業を行っております。
（不動産事業）
　当事業は、当社にてホテル施設を主体とした不動産の賃貸、並びに販売事
業を行っております。
（売電事業）

　平成26年２月より事業開始していた売電事業の重要性が増したことから、

当連結会計年度から「売電事業」として「その他」から区分しております。

なお、当事業は、太陽光発電による売電に関する事業を行っております。

（その他）
　海外での橋梁工事の施工管理請負事業と、連結子会社「さつま郷本舗㈱」
における食品事業等を行っております。
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(7) 主要な事業所（平成27年９月30日現在）

当社

本　　　　　社：鹿児島県鹿児島市伊敷五丁目17番５号

支　　　　　店：東京支店（東京都港区）

大阪支店（大阪市淀川区）

福岡支店（福岡市中央区）

事　　業　　所：南栄事業所（鹿児島県鹿児島市）

営　　業　　所：東北営業所（宮城県仙台市）

横浜営業所（神奈川県横浜市）

名古屋営業所（愛知県清須市）

山口営業所（山口県山口市）

北九州営業所（北九州市小倉南区）

佐賀営業所（佐賀県佐賀市）

長崎営業所（長崎県長崎市）

熊本営業所（熊本県熊本市）

宮崎営業所（宮崎県宮崎市）

鹿屋営業所（鹿児島県肝属郡）

川内営業所（鹿児島県薩摩川内市）

沖縄営業所（沖縄県浦添市）

工　　　　　場：熊本工場（熊本県宇城市）

大隅工場（鹿児島県肝属郡）

機材センター（鹿児島県薩摩川内市）

子会社

株式会社ケイテック
本　　　　　店：福岡市中央区赤坂一丁目13番10号赤坂有楽ビル
さつま郷本舗株式会社
本　　　　　社：鹿児島県鹿児島市伊敷五丁目17番5号
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(8) 使用人の状況（平成27年９月30日現在）

①　企業集団の状況

使 用 人 数 前 連 結 会 計 年 度 末 比 増 減

263名 9名増

（注）上記使用人数には、臨時使用人及び他社への出向者は含んでおりません。

②　当社の状況

使 用 人 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

239名 10名増 43.6歳 15.2年

（注）上記使用人数には、臨時使用人及び他社への出向者は含んでおりません。

(9) 重要な親会社及び子会社の状況

　　①　親会社の状況

　　　該当事項はありません。

　　②　子会社の状況

会 社 名 資 本 金 出 資 比 率 主 な 事 業 内 容

㈱ ケ イ テ ッ ク 45百万円 100%
土木建築構造物の維持補修
の計画、設計及び施工

さ つ ま 郷 本 舗 ㈱ 30 100 健 康 食 品 等 の 販 売

(10) 主要な借入先の状況（平成27年９月30日現在）

借 入 先 借 入 金 残 高

㈱ 商 工 組 合 中 央 金 庫 841百万円

㈱ 鹿 児 島 銀 行 223

㈱ 宮 崎 銀 行 122

㈱ 福 岡 銀 行 97
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２．株式に関する事項 （平成27年９月30日現在）
(1)  発行可能株式総数 30,400,000株

(2)  発行済株式の総数 7,588,242株(自己株式11,758株を除く)

(3)  株主数 626名

(4)  上位10名の株主

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

㈱ 植 村 組 1,129,000株 14.88％

㈱ ガ イ ア テ ッ ク 678,760株 8.94％

コ ー ア ツ 工 業 共 栄 会 444,000株 5.85％

コ ー ア ツ 工 業 従 業 員 持 株 会 326,900株 4.31％

㈱ 南 日 本 運 輸 建 設 269,600株 3.55％

㈱ 鹿 児 島 銀 行 240,000株 3.16％

鹿 児 島 リ ー ス ㈱ 240,000株 3.16％

南 日 本 開 発 ㈱ 200,880株 2.65％

共 栄 火 災 海 上 保 険 ㈱ 200,000株 2.64％

㈱ 日 本 地 下 技 術 199,800株 2.63％

　　（注）持株比率は、自己株式を除く発行済株式の総数に対する持株数の割合であります。

３．新株予約権等に関する事項
該当事項はありません。
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４．会社役員に関する事項（平成27年９月30日現在）
(1)　取締役及び監査役の状況

会社における
地 位

氏 名 担 当 重 要 な 兼 職 の 状 況

代表取締役社長
よし

吉
だ

田
さぶ

三
ろう

郎 さつま郷本舗㈱代表取締役社長

取 締 役
にし

西
 

　
なり

成
ひと

人 管 理 本 部 長

取 締 役
き

木
した

下
ひろ

博
し

志 工 事 本 部 長

取 締 役
で

出
ぐち

口
 

　
みのる

稔 営 業 本 部 長

取 締 役
ご

御
りょう

領
とし

敏
ひろ

博 鹿児島リース㈱代表取締役

取 締 役
た

田
むら

村
ひで

英
はる

晴 ㈱ ウ エ ム ラ 取 締 役

取 締 役
ふく

福
もと

元
しん

紳
いち

一 福 元 法 律 事 務 所 所 長

常 勤 監 査 役
たちばな

橘
 

　
あき

昭
ひろ

広

監 査 役
いし

石
どう

堂
かず

和
お

雄 ㈲石堂建設代表取締役社長

監 査 役
まつ

松
の

野
した

下
 

　
ごう

剛
 

　
いち

市
フェアサイド綜合税務会計事務所

公 認 会 計 士

（注)1.取締役御領敏博氏、田村英晴氏及び福元紳一氏は、社外取締役であります。

2.監査役石堂和雄氏及び松野下剛市氏は、社外監査役であります。

3.当社は取締役福元紳一氏と監査役松野下剛市氏を東京証券取引所及び福岡証券取引所の

定めに基づく独立役員として指定し、両取引所に届け出ております。

4.平成26年12月19日開催の第56回定時株主総会終結の時をもって、取締役白石純孝氏、加藤

憲一氏、日髙重人氏、萩原清文氏は辞任により退任いたしました。

5.平成26年12月19日開催の第56回定時株主総会において、新たに吉田三郎氏、木下博志氏、

出口稔氏、御領敏博氏、田村英晴氏、福元紳一氏は取締役に選任され就任いたしました。

(2)　取締役及び監査役の報酬等の総額

区 分 人 数 報 酬 等 の 額

取 締 役 11名 17百万円

監 査 役 4名 5百万円

合 計 15名 23百万円

（注）1.取締役の支給額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。

2.取締役の報酬限度額は、平成10年12月18日開催の第40回定時株主総会において年額80百

万円以内（ただし、使用人分給与は含まない。）と決議いただいております。
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3.監査役の報酬限度額は、平成８年９月５日開催の臨時株主総会において年額15百万円以

内と決議いただいております。

(3)　社外役員に関する事項
①　他の法人等の重要な兼務の状況等及び当社と当該他の法人等との関係

・取締役御領敏博氏は、鹿児島リース株式会社の代表取締役であります。なお、当

社と兼職先との間には特別の関係はありません。

・取締役田村英晴氏は、株式会社ウエムラの取締役であります。なお、当社と兼職

先との間には特別の関係はありません。

・取締役福元紳一氏は、福元法律事務所の所長であります。なお、当社と兼職先と

の間には特別の関係はありません。

・監査役石堂和雄氏は、有限会社石堂建設の代表取締役社長を兼務しております。

なお、当社と兼職先との間には建設工事請負等の関係があります。

・監査役松野下剛市氏は、フェアサイド綜合税務会計事務所の公認会計士でありま

す。なお、当社と兼職先との間には特別の関係はありません。

②　社外役員の主な活動状況

主 な 活 動 状 況

取締役 御 領 敏 博
取締役就任後に開催された当事業年度の取締役会13回全てに出席
いたしました。主に金融機関における経験及び会社役員としての
経験に基づき適宜必要な発言を行っております。

取締役 田 村 英 晴
取締役就任後に開催された当事業年度の取締役会13回全てに出席
いたしました。当社の経営に対し、企業役員としての経験に基づき
適宜必要な発言を行っております。

取締役 福 元 紳 一

取締役就任後に開催された当事業年度の取締役会13回のうち12回
に出席いたしました。主に弁護士としての専門的見地から意見を
述べるなど経営の監視や適宜必要な発言を行っております。ま
た、取締役就任前は監査役として監査役会3回の全てに出席いたし
ました。

監査役 石 堂 和 雄

当事業年度に開催された取締役会15回のうち13回、監査役会につい
ては11回のうち10回に出席いたしました。主に経験豊富な経営者
の観点から、取締役会の意思決定の妥当性・適正性を確保するため
の発言を行うほか、監査役会においては、監査結果の意見交換及び
議案審議の必要に応じて発言を行っております。

監査役 松野下 剛市

当事業年度に開催された取締役会15回のうち11回、監査役会につい
ては11回のうち10回に出席いたしました。公認会計士としての専
門的見地から、取締役会の意思決定の妥当性・適正性を確保するた
めの発言を行うほか、監査役会においては、監査結果の意見交換及
び議案審議の必要に応じて発言を行っております。
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③　責任限定契約の内容の概要
当社は会社法第427条第1項の規定に基づき、社外取締役及び社外監査役との間に同法第

423条第1項の損害賠償責任を限定する契約を締結することができる旨を定款に定めて

おり、各社外取締役及び各社外監査役との間で責任限定契約を締結しております。

当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、会社法第425条第１項に定める 低責任限

度額としております。

④　社外役員の報酬等の総額

区 分 人 数 報 酬 等 の 額 摘 要

取 締 役 3名 2百万円

監 査 役 3名 1百万円

合 計 6名 4百万円
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５． 会計監査人に関する事項
(1) 名称　　　　　　有限責任監査法人トーマツ

(2) 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

支 払 額

・当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 18百万円

・当社及び子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 18百万円

（注）1.当社と会計監査人との監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づ

く監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当

事業年度に係る会計監査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

2.監査役会は、日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する実務指針」を踏

まえ、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積りの算出根

拠などが適切であるかどうかについて必要な検証を行ったうえで、会計監査人の報酬等

の額につき、会社法第399条第１項の同意を行っております。

(3) 責任限定契約
　 該当事項はありません。

(4) 非監査業務の内容
　 該当事項はありません。

(5) 会計監査人の解任又は不再任の決定方針

　 監査役会は会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要がある

と判断した場合は、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関す

る議案の内容を決定いたします。

　 また、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認

められた場合は、監査役全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。

この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後 初に招集される株主総会

において、会計監査人を解任した旨及びその理由を報告いたします。
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６．業務の適正を確保するための体制等の整備及び運用状況
(1) 取締役、使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するた

めの体制

①当社の役員及び使用人は、社会構成員として法令・定款を遵守し適合する

事を確保するため、社会の一員として社会倫理の遵守を企業活動の基本と

し、企業理念、企業行動規範、企業行動基準に則した実践的運用と徹底を

行う体制を構築する。

②当社の役員は、社会規範・倫理並びに法令などの遵守により公正かつ適切

な経営の実現と市民社会との調和を図るため、コンプライアンス・リスク

管理規程の定めに従い、当社グループ全体における企業倫理の遵守及び浸

透を率先垂範して行う。

③代表取締役は、管理本部長をコンプライアンス全体に関する総括責任者と

して任命しコンプライアンス体制の構築・維持並びに整備にあたる。あわ

せて法令遵守上疑義のある行為について、使用人が直接通報を行う手段を

確保する。この通報については、通報者の希望により匿名性を保証し、通

報者に不利益がないことを確保する。

④コンプライアンスの主管部署としてISO・コンプライアンス室を設置し、

当社グループの横断的なコンプライアンス体制の整備及び問題点の把握

に努める。

⑤監査役と内部監査室は連携を密にし、コンプライアンス体制の調査、法令

並びに定款上の問題の有無を調査し、問題の把握と改善に努める。この

際、内部監査室は定期的に内部監査を実施し、その結果を被監査部門にフ

ィードバックするとともに、代表取締役及び監査役に適宜報告する。

⑥当社及びグループ会社は、市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的

勢力とは一切の関係を遮断するとともに、これらの活動を助長するような

行為は一切行わない。また、反社会的勢力からの接触があった場合には、

必要に応じ警察その他関係機関と連携して組織的な対応を行う。

(2) 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

①取締役の職務執行に係る情報については、管理基準及び管理体制を整備

し、法令及び社内規程に基づき作成・保存する。また、これらの管理状況

については監査役の監査を受ける。

②取締役及び会計監査人からの閲覧の要請があった場合は、速やかに閲覧が

可能な状態として本社において保管する。

③法令及び適時開示規則に基づき必要な情報開示を行う。
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(3) 損失の危険の管理に関する規程その他の体制

①代表取締役は、管理本部長をリスク管理に関する総括責任者に任命し、取

締役会において各部門のリスクマネジメント業務を協議し、リスクマネジ

メントの基本方針、推進体制を決定する。

②全社的なリスクを総括的に管理する部門を設定する。各部門においては

基本方針・関連規程等に基づき、各部門のリスク管理体制を確立する。

③監査役及び内部監査室は各部門のリスク管理状況を監査し、その結果を取

締役会に報告する。取締役会は定期的にリスク管理体制を見直し、問題点

の把握と改善に努める。

(4) 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

①取締役会は、取締役会が定める経営機構、取締役及び業務執行責任者等の

職務分掌に基づき、各取締役及び業務執行責任者に業務の執行を行わせ

る。

②取締役の職務執行が効率的に行われることを確保するための体制の基礎

として、取締役会を定例的(月１回)に開催する。また、この取締役会は必

要に応じて臨時に開催する。

③取締役の職務執行に係る情報の作成・保存・管理状況について、監査役の

監査を受ける。

(5) 当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体

制

①当社は業務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための諸施

策に加え、当社グループの企業集団としての業務の適正と効率性を確保す

るために必要な、グループとしての規範・規則を「関係会社管理規程」と

して整備する。

②当社グループに属する会社間の取引は、法令・会社原則・税法その他社会

規範に基づく適切なものでなければならない。

③取締役及び業務執行責任者は、それぞれの職務分掌に従い、グループ会社

が適切な内部統制システムの整備及び運用を行うよう指導する。

④子会社の代表取締役は、コンプライアンス・リスク管理委員会に出席して

職務の執行状況を報告する。

(6) 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当

該使用人に関する事項及び当該使用人の取締役からの独立性に関する事項

①監査役の職務を補助すべき使用人として当社の使用人から監査役補助者

を任命する。

②監査役補助者の任命、解任等については、監査役会の同意を得た上で取締

役会が決定する事とし、取締役からの独立を確保する。
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(7) 監査役の上記(6)の使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項

①監査役の職務を補助すべき使用人に関しては、監査役の指示命令に従うと

ともに、使用人の所属部署に関わる監査補助は行わない事とする。

(8) 次に掲げる体制その他の監査役への報告に関する体制

①取締役及び業務執行責任者は、取締役会等の重要な会議において随時その

担当する業務の執行状況の報告を行う。

②取締役及び業務執行責任者は、会社に重大な損失・悪影響を与える事項、

又はその恐れがある事項及び違法・不正行為について、発見次第速やかに

監査役に対し報告を行う。

③監査役は必要に応じていつでも、取締役及び従業員に対して業務に関する

書類の提示を求めることができるものとする。

④監査役は取締役会及びコンプライアンス・リスク管理委員会等の会社重要

会議に出席して報告を受ける。

(9) 前号の報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受

けないことを確保するための体制

①当社及び子会社は、当社グループの使用人に対し監査役が出席するコンプ

ライアンス・リスク管理委員会に直接通報するよう周知徹底するととも

に、その通報行為に対して不利益を課さない旨をコンプライアンス・リス

ク管理規程に明記する。

(10) 監査役の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の当

該職務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項

①当社は、監査役の職務の執行について生ずる費用等は、毎期の利益計画に

一定額の予算を設ける。

(11) その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

①監査役会と代表取締役社長が相互の意思疎通を図るための定期的な意見

交換会を設定する。

②監査役は、内部監査室と緊密な連携を保つとともに、必要に応じて内部監

査室に調査を求める。

③監査役は、会計監査人の年次「監査計画概要書」について事前に確認し、

会計監査人の監査方法・結果の正当性を判断するとともに、定期的に監査

結果の報告を受ける。

④監査役と会計監査人が相互に連携し、効率的な監査のできる体制を確保す

る。

　以上のご報告における記載金額は、表示単位未満の端数を切り捨てて表示して
おります。
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連 結 貸 借 対 照 表
（平成27年９月30日現在） （単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額

（資　産　の　部）

流 動 資 産

現 金 預 金

受取手形・完成工事未収入金等

販 売 用 不 動 産

未 成 工 事 支 出 金

商 品 及 び 製 品

仕 掛 品

材 料 貯 蔵 品

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 ・ 構 築 物

機械・運搬具・工具器具備品

土 地

リ ー ス 資 産

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

そ の 他

貸 倒 引 当 金

2,024,407

585,891

1,000,760

93,142

45,248

155,263

3,522

26,381

115,505

△1,309

7,530,569

6,141,235

1,209,576

563,768

4,203,630

141,600

22,659

25,469

1,363,864

1,138,825

519,021

△293,982

（負　債　の　部）

流 動 負 債 2,227,644

支払手形・工事未払金等 1,196,982

短 期 借 入 金 311,104

リ ー ス 債 務 10,620

未 払 法 人 税 等 13,631

未 成 工 事 受 入 金 264,839

完成工事補償引当金 2,400

工 事 損 失 引 当 金 1,300

賞 与 引 当 金 59,549

そ の 他 367,218

固 定 負 債 1,237,526

長 期 借 入 金 974,039

リ ー ス 債 務 130,980

繰 延 税 金 負 債 70,806

退職給付に係る負債 31,346

そ の 他 30,354

負 債 合 計 3,465,171

（純 資 産 の 部）

株 主 資 本 5,984,279

資 本 金 1,319,000

資 本 剰 余 金 1,278,500

利 益 剰 余 金 3,390,369

自 己 株 式 △3,589

その他の包括利益累計額 105,525

その他有価証券評価差額金 144,650

退職給付に係る調整累計額 △39,125

純 資 産 合 計 6,089,805

資 産 合 計 9,554,976 負債・純資産合計 9,554,976

（注）記載金額は、千円未満の端数を切り捨てて表示しております。
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連 結 損 益 計 算 書

(平成26年10月１日から
平成27年９月30日まで)

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高

完 成 工 事 高 5,820,703

製 品 等 売 上 高 1,384,450

不 動 産 売 上 高 78,938

売 電 収 入 74,101 7,358,192

売 上 原 価

完 成 工 事 原 価 5,005,091

製 品 等 売 上 原 価 1,302,483

不 動 産 売 上 原 価 73,334

売 電 原 価 66,775 6,447,684

売 上 総 利 益

完 成 工 事 総 利 益 815,611

製 品 等 売 上 総 利 益 81,966

不 動 産 売 上 総 利 益 5,604

売 電 総 利 益 7,326 910,508

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 780,321

営 業 利 益 130,187

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 10,357

受 取 賃 貸 料 8,060

有 価 証 券 売 却 益 4,039

作 業 屑 売 却 収 入 6,620

そ の 他 8,217 37,295

営 業 外 費 用

支 払 利 息 17,846

前 渡 金 保 証 料 3,670

そ の 他 738 22,254

経 常 利 益 145,227

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 3,336 3,336

特 別 損 失

固 定 資 産 除 売 却 損 12,266

減 損 損 失 43,366

そ の 他 1,565 57,197

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 91,365

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 19,123

法 人 税 等 調 整 額 △3,350 15,773

少数株主損益調整前当期純利益 75,592

当 期 純 利 益 75,592

（注）記載金額は、千円未満の端数を切り捨てて表示しております。
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連結株主資本等変動計算書

(平成26年10月１日から
平成27年９月30日まで)

（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計

当 期 首 残 高 1,319,000 1,278,500 3,357,967 △3,589 5,951,878

会計方針の変更による
累 積 的 影 響 額

△5,250 △5,250

会計方針の変更を反映した
当 期 首 残 高

1,319,000 1,278,500 3,352,717 △3,589 5,946,628

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △37,941 △37,941

当 期 純 利 益 75,592 75,592

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 期 変 動 額 ( 純 額 )

当 期 変 動 額 合 計 ─ ─ 37,651 ─ 37,651

当 期 末 残 高 1,319,000 1,278,500 3,390,369 △3,589 5,984,279

その他の包括利益累計額

純資産合計
その他有価証券
評 価 差 額 金

退職給付に係る
調 整 累 計 額

その他の包括利益
累 計 額 合 計

当 期 首 残 高 99,080 △53,121 45,959 5,997,837

会計方針の変更による
累 積 的 影 響 額

△5,250

会計方針の変更を反映した
当 期 首 残 高

99,080 △53,121 45,959 5,992,587

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △37,941

当 期 純 利 益 75,592

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 期 変 動 額 ( 純 額 )

45,569 13,995 59,565 59,565

当 期 変 動 額 合 計 45,569 13,995 59,565 97,217

当 期 末 残 高 144,650 △39,125 105,525 6,089,805

（注) 記載金額は、千円未満の端数を切り捨てて表示しております。
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連 結 注 記 表
〔連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記〕

１．連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社の状況

・連結子会社の数　　　　　　　２社

㈱ケイテック

さつま郷本舗㈱

(2) 非連結子会社の状況

　該当事項はありません。

２．持分法の適用に関する事項

　該当事項はありません。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

　連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。

４．会計処理基準に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券

その他有価証券

時価のあるもの………………連結会計年度末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額

は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法

により算定しております。）

時価のないもの………………移動平均法による原価法

②　棚卸資産

販売用不動産……………………個別法による原価法（貸借対照表価額については収益性の

低下に基づく簿価切下げの方法）

未成工事支出金…………………個別法による原価法（貸借対照表価額については収益性の

低下に基づく簿価切下げの方法）

製品、仕掛品及び材料…………総平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の

低下に基づく簿価切下げの方法）

貯蔵品…………………………… 終仕入原価法

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

①　有形固定資産（リース資産を除く）

　定率法（ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く）について

は定額法）を採用しております。なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物・構築物 ８年～50年

機械・運搬具・工具器具備品 ３年～17年

②　無形固定資産（リース資産を除く）

　定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、社内におけ

る利用可能期間（５年）に基づいております。

③　リース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。
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(3) 重要な引当金の計上基準

①　貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上

しております。

②　完成工事補償引当金

　完成工事のかし担保の費用に備えるため、過去２年以内における完成工事高に対する

補修費の割合を基礎に将来の補修費の見込額を加味して計上しております。

③　工事損失引当金

　当連結会計年度末手持工事のうち損失が見込まれ、かつ、損失額を合理的に見積るこ

とができる工事について、当該損失見積額を計上しております。

④　賞与引当金

　従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。

(4) 完成工事高及び完成工事原価の計上基準

　当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事については工

事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を、その他の工事については工事完成

基準を適用しております。

　なお、当連結会計年度の工事進行基準によった完成工事高は、4,339,932千円でありま

す。

(5) 退職給付に係る会計処理方法
①　退職給付見込額の期間帰属方法

　退職給付債務の算定に当り、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属さ

せる方法については、給付算定式基準によっております。

②　数理計算上の差異の費用処理方法

　数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数（10年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連

結会計年度から費用処理しております。

（会計方針の変更）

　「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号　平成24年５月17日。以下「退職

給付会計基準」という。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第25号　平成27年３月26日。以下「退職給付適用指針」という。）を、退職給付

会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられた定めについて当連結会

計期間より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給付見込額の期

間帰属方法を期間定額基準から給付算定式基準へ変更するとともに、割引率の決定方法を

（割引率決定の基礎となる債券の期間について）従業員の平均残存勤務期間に近似した年

数を基礎に決定する方法から、退職給付の支払見込期間及び支払見込期間ごとの金額を反

映した単一の加重平均割引率を使用する方法へ変更しております。

　退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱

いに従って、当連結会計年度の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変

更に伴う影響額を利益剰余金に加減しております。

　この結果、当連結会計年度の期首の退職給付に係る負債が7,733千円増加し、利益剰余金

が5,250千円減少しております。当連結会計年度の営業利益、経常利益及び税金等調整前当

期純利益に与える影響は軽微であります。
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(6) 消費税等の会計処理方法

　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

〔表示方法の変更に関する注記〕

　前連結会計年度において、「売上高」「売上原価」の「製品等売上高」「製品等売上原

価」に含めていました「売電収入」「売電原価」は、重要性が増したため、当連結会計年度

より独立掲記しております。

〔連結貸借対照表に関する注記〕

１．減価償却累計額

有形固定資産 5,826,055千円

２．担保に供している資産及び担保に係る債務

担 保 に 供 し て い る 資 産 金 額

建 物 ・ 構 築 物 836,570千円

機 械 装 置 0

土 地 2,679,767

合 計 3,516,338

担 保 に 係 る 債 務 金 額

１ 年 内 返 済 予 定 長 期 借 入 金 301,104千円

長 期 借 入 金 974,039

リ ー ス 債 務 60,000

合 計 1,335,143

〔連結損益計算書に関する注記〕

　　減損損失

　　　当連結会計年度において、当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上い

　　たしました。

地 域 主 な 用 途 種 類 金　額（千円）

熊本県宇城市 遊 休 資 産 土 地 24,965

鹿児島県薩摩川内市 遊 休 資 産 土 地 18,400

合 計 － － 43,366

　当社グループは、事業セグメントを基準として、建設事業、コンクリート製品事業、不動産事

業、売電事業、遊休資産にグループ化し、減損損失の認識を行っております。その結果、建設事

業用地の一部売却計画により熊本県宇城市内の所有土地の帳簿価額と回収可能価額との差額

24,965千円、鹿児島県薩摩川内市内の所有土地について利用方法の見直しを行ったことにより、

帳簿価額と回収可能価額との差額18,400千円を減損損失として特別損失に計上しております。

　なお、回収可能価額は正味売却価額により測定しており、処分見込価額又は固定資産税評価額

に基づき合理的な調整を行って算定した価額によっております。
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〔連結株主資本等変動計算書に関する注記〕

１．発行済株式の種類及び総数

発 行 済 株 式 の 種 類 当連結会計年度期首株式数 当連結会計年度末株式数

普 通 株 式 7,600,000株 7,600,000株

２．自己株式の種類及び数

自 己 株 式 の 種 類 当連結会計年度期首株式数 当連結会計年度末株式数

普 通 株 式 11,758株 11,758株

３．配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決 議 株式の種類
配当金の総
額（千円）

１株当たり
配当額(円)

基 準 日 効力発生日

平成26年12月19日
定 時 株 主 総 会

普 通 株 式 37,941 5
平成26年
９月30日

平成26年
12月22日

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となる

もの

　平成27年12月22日開催予定の定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関する事項を

次のとおり提案しております。

(ｲ) 配当金総額 37,941千円

(ﾛ) １株当たり配当額 ５円

(ﾊ) 基準日 平成27年９月30日

(ﾆ) 効力発生日 平成27年12月24日

　なお、配当原資については、利益剰余金とすることを予定しております。

〔金融商品に関する注記〕

１．金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

　当社グループは、短期的な運転資金や設備投資に必要な資金は主に銀行等金融機関からの

借入により調達しております。また、投機的な取引は行わない方針であります。

(2) 金融商品の内容及びそのリスク

　営業債権である受取手形及び完成工事未収入金等は、顧客の信用リスクに晒されておりま

す。

　投資有価証券は、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リスクに

晒されております。

　営業債務である支払手形及び工事未払金等は、すべてが１年以内の支払期日であります。

　短期借入金については、主として運転資金調達を目的としたものであります。短期借入金

の一部は変動金利のため、金利変動リスクに晒されておりますが短期決済であり、金利変動

リスクは限定的であります。

　長期借入金については、設備投資を目的としたものは固定金利の契約であるため金利変動

リスクはありませんが、変動金利の借入金は金利変動リスクに晒されております。
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(3) 金融商品に係るリスク管理体制

①　信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

　当社は、販売管理規程に従い、営業債権等について営業部業務課が必要に応じて信用調査

を行う等、取引先ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収

懸念の早期把握や軽減を図っております。また、連結子会社につきましても、当社の販売管

理規程に準じて、同様の管理を行っております。

②　市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

　投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握し、

市況や取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。また、連結子

会社につきましても、同様の管理を行っております。

③　資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

　当社は、各部署からの報告に基づき管理本部管理部が適時に資金繰計画を作成・更新する

とともに、手許流動性の維持などにより流動性リスクを管理しております。また、連結子会

社につきましても、当社の管理本部管理部が指導を行い管理しております。

(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算

定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいる

ため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することがあります。

２．金融商品の時価等に関する事項

　平成27年９月30日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次

のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含まれて

おりません。（（注）２．参照）

連結貸借対照表計上額(千円) 時価（千円） 差額（千円）

(1）現金預金 585,891 585,891 －

(2）受取手形・完成工事未収入金等 1,000,760 1,000,760 －

(3) 投資有価証券

　     その他有価証券 414,241 414,241 －

　資産計 2,000,893 2,000,893 －

(1）支払手形・工事未払金等 1,196,982 1,196,982 －

(2）短期借入金 10,000 10,000 －

(3）未払法人税等 13,631 13,631 －

(4) 長期借入金（1年内返済予定を含む） 1,275,143 1,276,575 1,432

　負債計 2,495,756 2,497,188 1,432

 （注）１．金融商品の時価の算定方法

資　産

(1）現金預金、(2）受取手形・完成工事未収入金等

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似しているこ

とから、当該帳簿価額によっております。
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(3）投資有価証券

　これらの時価について、株式は取引所の価格によっており、投資信託は取引金融

機関から提示された価格によっております。

負　債

(1) 支払手形・工事未払金等、(2）短期借入金、(3）未払法人税等

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似しているこ

とから、当該帳簿価額によっております。

(4) 長期借入金（1年内返済予定を含む）

長期借入金の時価については、元利金の合計額を、同様の新規借入を行った場合

に想定される利率で割り引いた現在価値により算定しております。

２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

区 分 連結貸借対照表計上額（千円）

非 上 場 株 式 724,583

これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認めら

れることから「（3）投資有価証券」には含めておりません。

〔賃貸等不動産に関する注記〕

１．賃貸等不動産の状況に関する事項
　当社グループでは、鹿児島県内を中心にホテル施設等を有しております。また、所有する
土地の一部に遊休資産があります。

２．賃貸等不動産の時価に関する事項

連結貸借対照表計上額（千円）    時         価   （千円）

2,072,116 3,075,004

　(注) １．連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除し
た金額であります。

２．当連結会計年度末の時価は、主として社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価書
に基づく金額及び不動産鑑定評価基準に基づいて自社で算定した金額（指標等を用
いて調整を行ったものを含む。）であります。

〔１株当たり情報に関する注記〕

１株当たり純資産額 802円53銭

１株当たり当期純利益 9円96銭

〔重要な後発事象に関する注記〕

　特記すべき事項はありません。

－ 23 －



貸　借　対　照　表
（平成27年９月30日現在） （単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額

（資　産　の　部）

流 動 資 産

現 金 預 金

受 取 手 形

完成工事未収入金

売 掛 金

製 品

販 売 用 不 動 産

未 成 工 事 支 出 金

仕 掛 品

材 料 貯 蔵 品

前 払 費 用

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 ・ 構 築 物

機 械 ・ 運 搬 具

工 具 器 具 備 品

土 地

リ ー ス 資 産

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

電 話 加 入 権

ソ フ ト ウ エ ア

そ の 他

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

前 払 年 金 費 用

そ の 他

貸 倒 引 当 金

1,867,202

534,958

227,514

585,001

107,700

150,483

93,142

23,396

3,522

26,014

3,736

113,060

△1,327

7,629,324

6,141,222

1,209,576

541,759

21,996

4,203,630

141,600

22,659

25,251

9,446

15,273

531

1,462,850

1,138,825

93,270

15,613

509,124

△293,982

（負　債　の　部）

流 動 負 債 2,098,000

支 払 手 形 778,346

工 事 未 払 金 238,186

買 掛 金 98,535

短 期 借 入 金 301,104

リ ー ス 債 務 10,620

未 払 金 168,347

未 払 費 用 99,538

未 払 法 人 税 等 10,552

未 払 消 費 税 等 59,340

未 成 工 事 受 入 金 252,939

完成工事補償引当金 2,400

工 事 損 失 引 当 金 1,300

賞 与 引 当 金 55,816

そ の 他 20,972

固 定 負 債 1,211,191

長 期 借 入 金 974,039

リ ー ス 債 務 130,980

繰 延 税 金 負 債 75,817

資 産 除 去 債 務 15,031

そ の 他 15,322

負 債 合 計 3,309,192

（純 資 産 の 部）

株 主 資 本 6,042,684

資 本 金 1,319,000

資 本 剰 余 金 1,278,500

資 本 準 備 金 1,278,500

利 益 剰 余 金 3,448,773

利 益 準 備 金 198,125

その他利益剰余金 3,250,648

別 途 積 立 金 2,500,000

繰越利益剰余金 750,648

自 己 株 式 △3,589

評価・換算差額等 144,650

その他有価証券評価差額金 144,650

純 資 産 合 計 6,187,335

資 産 合 計 9,496,527 負債・純資産合計 9,496,527

（注）記載金額は、千円未満の端数を切り捨てて表示しております。
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損　益　計　算　書

( 平成26年10月１日から
平成27年９月30日まで )

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高

完 成 工 事 高 5,217,118

製 品 等 売 上 高 1,317,270

不 動 産 売 上 高 79,770

売 電 収 入 74,101 6,688,260

売 上 原 価

完 成 工 事 原 価 4,476,174

製 品 等 売 上 原 価 1,246,456

不 動 産 売 上 原 価 73,334

売 電 原 価 67,568 5,863,533

売 上 総 利 益

完 成 工 事 総 利 益 740,944

製 品 等 売 上 総 利 益 70,814

不 動 産 売 上 総 利 益 6,435

売 電 総 利 益 6,532 824,726

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 718,419

営 業 利 益 106,307

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 10,349

受 取 賃 貸 料 8,060

作 業 屑 売 却 収 入 6,620

有 価 証 券 売 却 益 4,039

そ の 他 8,146 37,216

営 業 外 費 用

支 払 利 息 17,646

前 渡 金 保 証 料 3,483

そ の 他 738 21,867

経 常 利 益 121,655

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 3,336 3,336

特 別 損 失

固 定 資 産 除 売 却 損 12,266

減 損 損 失 43,366

そ の 他 1,565 57,197

税 引 前 当 期 純 利 益 67,794

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 16,043

法 人 税 等 調 整 額 △3,350 12,692

当 期 純 利 益 55,102

（注）記載金額は、千円未満の端数を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書

(平成26年10月１日から
平成27年９月30日まで)

（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自己株式
株主資本
合 計資本準備金 利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合　　　計別 途

積 立 金
繰 越 利 益
剰 余 金

当 期 首 残 高 1,319,000 1,278,500 198,125 2,500,000 738,018 3,436,143 △3,589 6,030,054

会計方針の変更に
よる累積的影響額

△4,531 △4,531 △4,531

会計方針の変更を反映
し た 当 期 首 残 高

1,319,000 1,278,500 198,125 2,500,000 733,487 3,431,612 △3,589 6,025,523

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △37,941 △37,941 △37,941

当 期 純 利 益 55,102 55,102 55,102

株 主 資 本 以 外 の
項目の当期変動額(純額)

当 期 変 動 額 合 計 ─ ─ ─ ─ 17,161 17,161 ─ 17,161

当 期 末 残 高 1,319,000 1,278,500 198,125 2,500,000 750,648 3,448,773 △3,589 6,042,684

評 価 ・ 換 算
差 額 等

純 資 産
合 計

そ の 他 有 価 証
券 評 価 差 額 金

当 期 首 残 高 99,080 6,129,135

会計方針の変更に
よる累積的影響額

△4,531

会計方針の変更を反映
し た 当 期 首 残 高

99,080 6,124,604

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △37,941

当 期 純 利 益 55,102

株 主 資 本 以 外 の
項目の当期変動額(純額)

45,569 45,569

当 期 変 動 額 合 計 45,569 62,731

当 期 末 残 高 144,650 6,187,335

（注）記載金額は、千円未満の端数を切り捨てて表示しております。
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個 別 注 記 表
〔重要な会計方針に係る事項に関する注記〕

１．有価証券の評価基準及び評価方法

(1) 子会社株式…………………………移動平均法による原価法

(2) その他有価証券

時価のあるもの…………………事業年度末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は

全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法

により算定しております。）

時価のないもの…………………移動平均法による原価法

２．棚卸資産の評価基準及び評価方法

(1) 販売用不動産………………………個別法による原価法（貸借対照表価額については収益性

の低下に基づく簿価切下げの方法）

(2) 未成工事支出金……………………個別法による原価法（貸借対照表価額については収益性

の低下に基づく簿価切下げの方法）

(3) 製品、仕掛品及び材料……………総平均法による原価法（貸借対照表価額については収益

性の低下に基づく簿価切下げの方法）

(4) 貯蔵品……………………………… 終仕入原価法

３．固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産（リース資産を除く）

　定率法（ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く）については

定額法）を採用しております。なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物・構築物　　　　　　　　８年～50年

機械・運搬具　　　　　　　　４年～17年

工具器具備品　　　　　　　　３年～10年

(2) 無形固定資産（リース資産を除く）

　定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における

利用可能期間（５年）に基づいております。

(3) リース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

４．引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金
　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸
念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上して
おります。

(2) 完成工事補償引当金
　完成工事のかし担保の費用に備えるため、過去２年以内における完成工事高に対する補
修費の割合を基礎に将来の補修費の見込額を加味して計上しております。
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(3) 工事損失引当金
　当事業年度末手持工事のうち損失が見込まれ、かつ、損失額を合理的に見積ることがで
きる工事について、当該損失見積額を計上しております。

(4) 賞与引当金
　従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込み額に基づき計上しております。

(5) 退職給付引当金
　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見
込額に基づき計上しております。
　なお、計算の結果、当事業年度末において退職給付引当金が借方残となったため、「前
払年金費用」として貸借対照表の投資その他の資産に計上しております。
　退職給付債務の算定に当り、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方
法については、給付算定式基準によっております。
　数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間
以内の一定の年数（10年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度か
ら費用処理することとしております。

５．完成工事高及び完成工事原価の計上基準

　当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事については工事進行

基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を、その他の工事については工事完成基準を適

用しております。

　なお、当事業年度の工事進行基準によった完成工事高は、4,339,932千円であります。

６．その他の計算書類の作成のための基本となる重要な事項
(1) 退職給付に係る会計処理

　退職給付に係る未認識数理計算上の差異の未処理額の会計処理の方法は、連結計算書類

におけるこれらの会計処理の方法と異なっております。

（会計方針の変更）

　「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号　平成24年５月17日。以下「退職給

付会計基準」という。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用

指針第25号　平成27年３月26日。）を当事業年度より適用し、退職給付債務及び勤務費用の

計算方法を見直し、退職給付見込額の期間帰属方法を期間定額基準から給付算定式基準へ変

更するとともに、割引率の決定方法を（割引率決定の基礎となる債券の期間について）従業

員の平均残存勤務期間に近似した年数を基礎に決定する方法から、退職給付の支払見込期間

及び支払見込期間ごとの金額を反映した単一の加重平均割引率を使用する方法へ変更してお

ります。

　退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱い

に従っており、当事業年度の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に

伴う影響額を繰越利益剰余金に加減しております。

　この結果、当事業年度末において、前払年金費用が7,014千円、繰越利益剰余金が4,531千

円それぞれ減少しております。

　また、当事業年度の損益に与える影響は軽微であります。

(2) 消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。
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７．表示方法の変更に関する注記

　前事業年度において、「売上高」「売上原価」の「製品等売上高」「製品等売上原価」に

含めていました「売電収入」「売電原価」は、重要性が増したため、当事業年度より独立掲

記しております。

〔貸借対照表に関する注記〕

１．関係会社に対する金銭債権債務
短期金銭債権 14,146千円
短期金銭債務 2,062

２．減価償却累計額
有形固定資産 5,824,498千円

３．担保に供している資産及び担保に係る債務

担 保 資 産 の 種 類 金 額

建 物 ・ 構 築 物 836,570千円

機 械 装 置 0

土 地 2,679,767

合 計 3,516,338

担 保 に 係 る 債 務 金 額

１ 年 内 返 済 予 定 長 期 借 入 金 301,104千円

長 期 借 入 金 974,039

リ ー ス 債 務 60,000

合 計 1,335,143

４．保証債務
　次の関係会社の銀行借入債務に対し保証を行っております。
・㈱ケイテック 10,000千円

〔損益計算書に関する注記〕
１．関係会社との取引高 売上高 14,781千円

外注費 7,100
その他営業取引 14,156
営業取引以外の取引高 0

２．減損損失

　　　当事業年度において、当社は以下の資産グループについて減損損失を計上いたしました。

地 域 主 な 用 途 種 類 金　額（千円）

熊本県宇城市 遊 休 資 産 土 地 24,965

鹿児島県薩摩川内市 遊 休 資 産 土 地 18,400

合 計 － － 43,366
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　当社は、事業セグメントを基準として、建設事業、コンクリート製品事業、不動産事業、売電

事業、遊休資産にグループ化し、減損損失の認識を行っております。その結果、建設事業用地の

一部売却計画により熊本県宇城市内の所有土地の帳簿価額と回収可能価額との差額24,965千円、

鹿児島県薩摩川内市内の所有土地について利用方法の見直しを行ったことにより、帳簿価額と回

収可能価額との差額18,400千円を減損損失として特別損失に計上しております。

　なお、回収可能価額は正味売却価額により測定しており、処分見込価額又は固定資産税評価額

に基づき合理的な調整を行って算定した価額によっております。

〔株主資本等変動計算書に関する注記〕
当事業年度末における自己株式の種類及び株式数
　　　普通株式　　　　11,758株

〔税効果会計に関する注記〕

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

鉱業権評価損 34,113千円

減損損失 385,049

貸倒引当金損金算入限度超過額 94,682

工事損失引当金 427

賞与引当金 18,363

繰越欠損金 414,457

その他 23,813

繰延税金資産小計 970,906

評価性引当額 △970,906

繰延税金資産合計 －

繰延税金負債

固定資産圧縮積立金 △2,421

前払年金費用 △5,011

その他有価証券評価差額金 △68,384

繰延税金負債合計 △75,817

繰延税金負債の純額 △75,817

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当

該差異の原因となった主要な項目別の内訳

法定実効税率 35.4％

（調整）

交際費等永久に損金に算入されない項目 5.2

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △2.4

住民税均等割額 26.3

繰延税金資産の評価性引当額の減少 △36.7

税率変更による繰延税金負債の減額修正 △1.1

過年度法人税等 △7.7

その他 △0.3

税効果会計適用後の法人税等の負担率 18.7
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〔１株当たり情報に関する注記〕

１株当たり純資産額 815円38銭

１株当たり当期純利益 7円26銭

〔重要な後発事象に関する注記〕

　特記すべき事項はありません。
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連結計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書
平成27年11月18日

コ ー ア ツ 工 業 株 式 会 社

取 締 役 会　　御 中

有限責任監査法人トーマツ
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 竹之内　髙　司 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 西 元 浩 文 

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、コーアツ工業株式会社の平成26年10

月１日から平成27年９月30日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照

表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して

連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚

偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制

を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書

類に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に

重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、こ

れに基づき監査を実施することを求めている。

　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が

実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重

要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有

効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際し

て、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関

連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法

並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討

することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断してい

る。
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監査意見

　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業

会計の基準に準拠して、コーアツ工業株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結

計算書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示している

ものと認める。

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利

害関係はない。

以　上
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計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書
平成27年11月18日

コ ー ア ツ 工 業 株 式 会 社

取 締 役 会　　御 中

有限責任監査法人トーマツ
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 竹之内　髙　司 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 西 元 浩 文 

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、コーアツ工業株式会社の平成

26年10月１日から平成27年９月30日までの第57期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照

表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査

を行った。

計算書類等に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して

計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬

による重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経

営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及

びその附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般

に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に

計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得る

ために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。

　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手す

るための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計

算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用され

る。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査

法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算

書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査に

は、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評

価も含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適正な監査証拠を入手したと判断してい

る。

－ 34 －



監査意見

　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と

認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産

及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利

害関係はない。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 以　上
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監査役会の監査報告

監　査　報　告　書

当監査役会は、平成26年10月１日から平成27年９月30日までの第57期事業年度の取締役の

職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の結果、監査役全員の

一致した意見として、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

（1）監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結

果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況につい

て報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

（2）各監査役は、監査役会が定めた監査の方針、職務の分担等に従い、取締役、内部監査

部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めると

ともに、以下の方法で監査を実施しました。

①取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況に

ついて報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び

主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、子会社につい

ては、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて

子会社から事業の報告を受けました。

②事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保

するための体制その他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保

するために必要なものとして会社法施行規則第100条第1項及び第3項に定める体制の

整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統

制システム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定

期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。

③会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検

証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応

じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを

確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品

質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知

を受け、必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸

借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並び

に連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結

注記表）について検討いたしました。
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２．監査の結果

(1) 事業報告等の監査結果

①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示してい

るものと認めます。

②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事

実は認められません。

③　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該

内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指

摘すべき事項は認められません。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果

会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

(3) 連結計算書類の監査結果

会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

平成27年11月24日

コ ー ア ツ 工 業 株 式 会 社 　 監 査 役 会

常勤監査役 橘 　 昭 広 

社外監査役 石 堂 和 雄 

社外監査役 松野下　剛　市 

以　上
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株主総会参考書類

議案及び参考事項

　第１号議案　剰余金処分の件

　剰余金処分につきましては、以下のとおりといたしたいと存じます。

　期末配当に関する事項

　第57期の期末配当につきましては、当期の業績並びに今後の事業展

開等を勘案いたしまして以下のとおりといたしたいと存じます。

　 ①　配当財産の種類

　　　 金銭といたします。

 　②　配当財産の割当てに関する事項及びその総額

　　　 当社普通株式１株につき金５円といたしたいと存じます。

　　　 なお、この場合の配当金総額は37,941,210円となります。

　 ③　剰余金の配当が効力を生じる日

　　　 平成27年12月24日といたしたいと存じます。
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第２号議案　定款一部変更の件
１．変更の理由
　「会社法の一部を改正する法律」（平成26年法律第90号）の施行に伴い、
業務執行を行わない取締役及び社外監査役でない監査役との間でも責任限定
契約を締結することが認められましたので、それらの取締役および監査役に
ついても、その期待される役割を十分に発揮できるよう現行定款第31条第２
項および第42条第２項の一部を変更するものであります。
　なお、定款第31条第２項の変更につきましては、各監査役の同意を得てお
ります。

２．変更の内容
変更の内容は次のとおりであります。

（下線部分は変更箇所を示しております。）

現 行 定 款 変 更 案

（取締役の責任免除） （取締役の責任免除）
第31条 　　　（条文省略） 第31条 　　　（現行どおり）

２　当会社は、社外取締役との間で、会社
法第423条第１項の賠償責任につい
て、法令に定める要件に該当する場合
には、賠償責任を限定する契約を締結
することができる。ただし、当該契約
に基づく賠償責任の限度額は、法令の
定める 低責任限度額とする｡

２　当会社は、取締役（業務執行取締役等
であるものを除く。）との間で、会社
法第423条第１項の賠償責任につい
て、法令に定める要件に該当する場合
には、賠償責任を限定する契約を締結
することができる。ただし、当該契約
に基づく賠償責任の限度額は、法令の
定める 低責任限度額とする｡

（監査役の責任免除） （監査役の責任免除）
第42条 　　　（条文省略） 第42条 　　　（現行どおり）

２　当会社は、社外監査役との間で、会社
法第423条第１項の賠償責任につい
て、法令に定める要件に該当する場合
には、賠償責任を限定する契約を締結
することができる。ただし、当該契約
に基づく賠償責任の限度額は、法令の
定める 低責任限度額とする｡

２　当会社は、監査役との間で、会社法第
423条第１項の賠償責任について、法令
に定める要件に該当する場合には、賠
償責任を限定する契約を締結すること
ができる。ただし、当該契約に基づく
賠償責任の限度額は、法令の定める
低責任限度額とする｡
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第３号議案　取締役７名選任の件

　本定時株主総会終結の時をもって取締役全員（７名）が任期満了となります。
つきましては、取締役７名の選任をお願いするものであります。
　取締役候補者は次のとおりであります。

候補者
番 号

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略歴、当社における地位及び担当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する当
社の株式数

１

よし

吉
だ

田
さぶ

三
ろう

郎

(昭和31年２月22日生)

昭和59年９月　当社入社

平成19年４月　当社執行役員福岡副支店長

平成19年10月　当社執行役員営業本部長

平成21年10月　当社執行役員土木副本部長兼大阪

支店長

平成26年12月　当社代表取締役社長（現任）

　（重要な兼職の状況）

　　さつま郷本舗株式会社代表取締役社長

4,000株

２

にし

西
 

　
なり

成
ひと

人

(昭和34年１月10日生)

昭和57年４月　当社入社

平成19年８月　株式会社植村組取締役

平成24年６月　当社入社執行役員管理本部長

平成24年12月　当社取締役管理本部長（現任）

4,000株

３

き

木
した

下
ひろ

博
し

志

(昭和33年７月14日生)

昭和58年４月　当社入社

平成18年10月　当社工事管理部長

平成24年４月　当社執行役員工事部長

平成26年12月　当社取締役工事本部長（現任）

　（重要な兼職の状況）

　　ケイテック株式会社代表取締役社長

3,000株

４

で

出
ぐち

口
 

　
みのる

稔

(昭和34年９月18日生)

昭和57年４月　当社入社

平成18年４月　当社営業部長

平成21年２月　当社執行役員福岡支店長

平成22年11月　当社執行役員営業部長

平成26年12月　当社取締役営業本部長（現任）

5,000株

５

ご

御
りょう

領
とし

敏
ひろ

博

(昭和25年６月15日生)

昭和48年４月　株式会社鹿児島銀行入行

平成16年６月　同行取締役

平成18年６月　同行常務取締役

平成22年６月　鹿児島保証サービス株式会社代表取締役

平成24年６月　鹿児島リース株式会社代表取締役(現任)

平成26年12月　当社取締役（現任）

-

６

た

田
むら

村
ひで

英
はる

晴

(昭和23年５月３日生)

昭和47年４月　南九州開発株式会社入社

昭和51年４月　株式会社植村組入社

平成４年４月　株式会社ウエムラ入社

平成12年９月　株式会社ウエムラ取締役（現任）

平成26年12月　当社取締役（現任）

3,400株

－ 40 －



候補者
番 号

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略歴、当社における地位及び担当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する当
社の株式数

７

ふく

福
もと

元
しん

紳
いち

一

(昭和33年７月20日生)

平成元年４月　照国総合法律事務所入所

平成９年５月　照国総合法律事務所退職

平成９年５月　福元法律事務所開設（現任）

平成22年12月　当社監査役

平成26年12月　当社取締役（現任）

-

（注）1.　各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。

2.　取締役候補者の御領敏博氏、田村英晴氏及び福元紳一氏は、社外取締役候補者であり

ます。

3.　御領敏博氏は、金融機関における長年の経験と豊富な知識をお持ちであり、また経営

者としての経験も有されることから、当社の経営に活かしていただけるものと判断し、

社外取締役として選任をお願いするものであります。社外取締役としての在任期間は

本総会終結の時をもって１年になります。

4.　田村英晴氏は、開発事業や企業の再編等のコンサルタントとしての豊富な経験と高い

見識を当社の経営に活かしていただくため、社外取締役として選任をお願いするもの

であります。社外取締役としての在任期間は本総会終結の時をもって１年になります。

5.　福元紳一氏は、法律の専門家としての豊富な経験と高い見識を当社の経営に活かして

いただくため、社外取締役として選任をお願いするものであります。また、同氏は過

去に社外監査役となること以外の方法で会社の経営に関与したことはありませんが、

上記の理由から社外取締役としての職務を適切に遂行できるものと判断しております。

社外取締役としての在任期間は本総会終結の時をもって１年になります。

6.　当社は会社法第427条第1項の規定に基づき、社外取締役との間に同法第423条第1項の

損害賠償責任を限定する契約を締結することができる旨を定款に定めており、社外取

締役候補者の御領敏博氏、田村英晴氏及び福元紳一氏の再選が承認された場合、責任

限定契約を継続する予定であります。なお、当該契約に基づく賠償責任の限度額は法

定の定める 低責任限度額としております。

7.　当社は福元紳一氏を東京証券取引所及び福岡証券取引所の定めに基づく独立役員とし

て届け出ております。同氏の再任が承認された場合は、当社は引き続き同氏を独立役

員とする予定であります。また、御領敏博氏は、東京証券取引所及び福岡証券取引所

の定めに基づく独立役員の候補者であります。

8.　木下博志氏は、平成27年11月24日付でケイテック株式会社の代表取締役社長に就任い

たしました。
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第４号議案　監査役１名選任の件

　本定時株主総会終結の時をもって監査役橘　昭広氏が辞任いたします。つきま
しては、監査役１名の選任をお願いするものであります。なお、新たに選任され
た監査役の任期は当社の定款の定めにより、他の現任監査役の任期の満了する時
までとなります。
　また、本議案については監査役会の同意を得ております。
　監査役候補者は次のとおりであります。

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する当
社の株式数

はぎ

萩
はら

原
きよ

清
ふみ

文

(昭和30年12月13日生)

昭和51年４月　当社入社

平成18年４月　当社執行役員技術本部長

平成18年12月　当社取締役技術本部長

平成22年１月　当社取締役土木副本部長

平成26年４月　ケイテック株式会社代表取締役

平成27年11月　当社入社

9,000株

（注）　候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　以　上
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メ　　モ



株主総会会場ご案内図
　　　　会　場：鹿児島市伊敷五丁目17番５号　当社本社　３階会議室

　　　　ＴＥＬ：099－229－8181

３

伊敷支所前

鹿児島北インター

至伊集院

鹿児島市役所
伊敷支所

伊敷小学校

伊敷幼稚園

鹿児島大平田郵便局
国
　
道

コーアツ工業株式会社
本　　社

バス停
　伊敷小学校前

スズキ自販
鹿児島伊敷営業所

ENEOS
伊敷ＳＳ

伊敷団地

入口

●会場までの交通のご案内
・鹿児島中央駅発バス　　伊敷小学校前下車 1分

●お願い：駐車場が手狭のため、お車でのご来場はご遠慮くださいますよう
お願い申し上げます。


